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研究成果の概要（和文）：①東北地方太平洋沖地震のデータから、震源過程、伝播経路特性、サイト特性をモデ
ル化し、広周期帯域地震動の高精度予測を行った。次に、３次元立体フレームモデルにより長周期建築物の非線
形応答を求め、その相対層間変形角から機能維持被害ポテンシャルを求めた。また長周期振動台を用いた超高層
建物内の室内家具の転倒実験に基づき、高層階での床応答と室内被害の関係を求めた。
②機能維持被害ポテンシャルを低減するための耐震補強用制震ダンパーを振動台実験および実大鉄骨架構を用い
た実証観測により実用化した。さらに予測された機能維持被害の影響を最小限に留める生活継続計画と避難計画
の立案および滞留者予測に関する研究を実施した。

研究成果の概要（英文）：Using the modeling of the seismic source process based on the Tohoku 
Earthquake and the latest propagation path and site characteristics from the observed records, the 
quantitative broad-band seismic motions were predicted. Then nonlinear response of a long-period 
building was calculated by a three-dimensional frame model to obtain the functional damage 
potential. Based on the experiments of indoor furniture using a long-period shaking table, the 
relationship between floor response and indoor damage was established. Damper as an 
earthquake-resistant reinforcement for reducing functional damage potential was put into practical 
use through the shaking table test of a model structure and the field observation of a real steel 
frame. Finally we studied soft countermeasures assuming damage prescribed above. We integrated the 
above results and conducted studies on the life continuity plans and evacuation plans with evacuee 
predictions that minimized the impact of expected functional damage.

研究分野： 都市災害管理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2011 年東北地方太平洋沖地震では、震源か

ら 760km 離れた大阪府の咲洲庁舎の本体最
上部の 52 階において、最大変位 130cm、最
大加速度 130cm/s2 の大きな応答が観測され、
非構造部材にも大きな被害が生じた。震源か
ら遠く離れた堆積盆地上の超高層構造物に
対して大きな被害が生じた事例としては
1985 年メキシコ地震が有名であり、400km
離れたメキシコシティの超高層建物が多数
崩壊して大被害をもたらしたが、これは基本
的に靱性不足により大変形に耐えられなか
ったことが原因であり、我が国の超高層構造
物で同様のことが起こるとは考えにくい。 
実際、震源域近傍の仙台平野は基盤深さが浅
かったこともあり、超高層建築物に大きな被
害をもたらすことはなかった。一方、関東平
野においては東京都内の超高層建築物に長
時間続く大きな揺れをもたらし、幸い主要構
造材の深刻な被害は報告されていないもの
の、機器や非構造部材・室内状況等に多くの
被害が生じた。それら機器・非構造部材・室
内状況の被害に加え、大規模停電の影響もあ
って超高層住宅・オフィスから多くの居住
者・使用者が路上にあふれ一時的避難者とな
る結果をもたらした。 

西南日本では南海トラフ沿いの海溝性巨
大地震として、東海・東南海地震や南海地震
の再来が想定され、申請者のグループでも強
震動予測をしてきているが、東日本大震災以
降これらの震源域が連動して発生する可能
性も考慮する必要が生じ、実際中央防災会議
では日向灘を含む４連動モデルによる M9 ク
ラス地震の被害予測を実施、最大死者 32 万
人という予測結果を公表した。しかし、そこ
で用いられている強震動予測手法は従来型
のもので、東北地方太平洋沖地震の観測結果
の分析から得られた地震動の発生過程や伝
播経路特性、サイト特性に関する最新の知見
は活かされていない。またこれまでの長周期
構造物に対する被害予測ではもっぱら構造
的被害のみが着目され、概ね問題なしとされ
てきているが、都市居住者の社会生活に多大
な影響を与える機器・非構造部材への機能的
被害や室内被害が超高層生活にもたらす影
響をシステマティックに考慮しない限り、そ
の地震時の大都市での発災インパクトを総
合的に把握できたとは言えない。 
 
２．研究の目的 
大都市に多数現存する超高層建築物の災

害脆弱性は、その耐震安全性にあるというよ
りもその機能維持性、すなわち「生活継続可
能性」にある。すなわち発生が危惧される南
海トラフ沿いの海溝型超巨大地震や首都直
下大地震に対して、建築物の「生活継続可能
性」を十分に確保する必要がある。そのため、
まず対象大都市の地盤増幅特性を考慮した
予測強震動を用いて、実構造物の挙動を再現
できるモデルによってその応答(層間変形角

等)を評価する必要がある。さらにその応答に
よる機器・非構造部材の被害や室内被害をモ
デルと実験・経験式によって予測し、得られ
た被害に応じた対策を立案することが重要
である。よって本研究では、想定巨大地震に
よる周期 0.2～20 秒の広周期帯域地震動に着
目し、1)東北地方太平洋沖地震から得られた
知見を活かしてサイトを特定して高精度に
広周期帯域地震動を予測し、2)予測地震動に
対する住宅の非線形応答を高精度に計算し
てその応答を定量的に評価、機器・非構造部
材の被害・室内被害を定量的に予測し、さら
に 3)ハード対策としてその予測された「機能
維持破壊ポテンシャル」を低減させるのに必
要な制震ダンパー工法の実用化を図るとと
もに、4)ソフト対策として事前準備の有効な
施策を提案することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
本研究では、大きく４つのメインタスクに

分けて研究を遂行する。 
1) 高精度地震動予測：東北地方太平洋沖地
震の分析から得た知見に基づいた震源過
程のモデル化と、観測記録から抽出した海
溝型地震に対する最新の伝播経路特性お
よびサイト特性モデルを用いて、広周期帯
域地震動の高精度予測を行う。 

2) 建築物の被害予測：３次元立体フレーム
モデルにより長周期建築物の非線形応答
を求め、東北地方太平洋沖地震の被害調査
や長周期振動台を用いた振動実験に基づ
き、機能維持被害ポテンシャルを求める。 

3) ハード対策：過大な機能維持被害ポテン
シャルを低減するための耐震補強用制震
ダンパーを振動台実験および実大鉄骨架
構を用いた実証観測により実用化する。 

4) ソフト対策：以上の成果を統合し、予測
された機能維持被害の影響を最小限に留
める生活継続プランを立案する。 

 
４．研究成果 
各メインタスクにおいては多くの検討を

行った。各項目で最初に個別研究成果の概要
を報告し、その後特定の研究事例について少
し詳しく報告する。 
(1) 定量的強震動予測 
①過去モデル化された日本国内の海溝型地
震の強震動生成域モデルを収集・整理したと
ころ海溝型地震の強震動生成域の総面積は
同規模の内陸地殻内地震の 3分の 1であるこ
とを明らかにした。また応力降下量分布・す
べり分布と相関する破壊伝播をモデル化す
るため、応力降下量分布・破壊開始点からの
距離と破壊伝播速度の間の経験式を用いて
不均質破壊伝播モデルを構築した。 
②海溝型地震の応力降下量に関して深さと
の関係を整理し、さらに個別地震の応力降下
量を強震動予測式に組み入れることによっ
て予測のばらつきがどの程度減るのかにつ
いて検討した。その結果、フーリエスペクト



ルの場合には応力降下量が短周期スペクト
ルと対応していることがわかった。同じこと
を応答スペクトルに対して適用すると、ばら
つきは周波数を問わず減少することがわか
った。 
③2011 年東北地方太平洋沖地震の本震およ
び最大余震を対象に、震源域から大阪盆地ま
での長周期地震動について、三次元有限差分
法によるシミュレーションを行った。また同
地震の逆算した震源モデルを収集し、統一ス
ケールで比較し相違点を把握した。またプレ
ート境界地震の面積と応力降下量の関係を
調べたところ、面積が小さいと応力降下量の
ばらつきが大きくなることがわかった。さら
に表層地盤が線形あるいは非線形であると
きの震度の関係式を作成し、統計的グリーン
関数法により 1923 年関東地震の広帯域強震
動再現を行った。 
④高知県黒潮町での固有サイト特性を考慮
した強震動予測について少し詳しく報告す
る。 
１）サイト増幅特性の把握 

地震動のサイト増幅特性は地域固有のも
のであるため、黒潮町において地盤構造を同
定し、その地盤構造から増幅特性の算出を行
った。地盤構造の同定は黒潮町における常時
微動の観測記録を用いた。常時微動の観測記
録から HVR（鉛直方向のスペクトルの比に対
する水平方向のスペクトルの比）を算出した。
その後、森・他(2016)によって経験的に求め
られた微動の HVR と地震動の HVR の比を用い
て疑似的な地震動の HVR を算出した。 

次に長嶋・他(2014)の方法、ハイブリット
ヒューリスティック探査法を用いて地盤構
造の同定を行った。まず 0.5-20Hz の探査領
域で地盤構造を同定した後、仲野・他(2014)
が求めた JMA 黒潮町の地震動 HVR をターゲッ
トに同定した地盤構造に深部構造を置き換
え、それらの層の地盤のパラメータを固定し、
地盤構造の同定を再度 0.1-20Hz の範囲で行
った。同定された地盤構造から算出した HVR
と観測記録から求めた疑似的な地震動の HVR
の比較を図 1に、同定結果から算出されたサ
イト増幅特性の一例を図 2に示す。 
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図 1 同定された地盤構造から算出した HVR 
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図 2 算出されたサイト増幅特性の一例 

 
２）予測地震動と被害予測 
 南海トラフ地震発生時の予測地震動は地
域地盤環境研究所の鶴来らによって作成さ
れたものを用いる。断層モデルは内閣府によ
るモデルが用いられている。地震動は JMA 黒
潮町における予測地震動が算出されている。
地震動は断層の破壊開始点別に 3ケース用意
され、東破壊、中央破壊、西破壊の 3ケース
である。 
鶴来らによって求められた地震動を JMA黒

潮町の地震基盤から地表面までのサイト増
幅特性で除し、その後、各微動観測点のサイ
ト増幅特性を乗ずることで各観測点におけ
る予測地震動を算出した。波形の例を図 3に
示す。これは 1-3 地点での西破壊のケースの
EW 方向の加速度波形である。前半の振幅が大
きくなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 シミュレーション波形の例(1-3地点

の西破壊ケース、EW 成分) 
 
次に、予測地震動と黒潮町に対応した木造

建物群を用いて黒潮町における被害予測を
行った。予測被害率を図 4に示す。図より観
測点 1-3で予測被害率が高いこと、中央破壊、
東破壊、西破壊のケース順に被害率が高いこ
とが分かる。前者は観測点 1-3 では 1Hz 周辺
の増幅率が高くその影響が生じたことため
で、後者は中央破壊、東破壊、西破壊のケー
ス順に入射波の応答スペクトルが大きいた
めと考えられる。 
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図 4 各地点での予測被害率 
 
(2) 構造物の被害予測 
①地震時の室内安全性、特に長周期地震動に
よる超高層建物内における室内被害を念頭
に置いて、まず長周期振動台により長周期地
震動による家具転倒実験を行い、それが短周
期地震動と同様に加速度で支配されている
ことを明らかにした。さらに鉄筋コンクリー
ト造 25 階建て集合住宅を想定して、既往の
家具転倒実験を再現するよう作成した 3D-CG
モデルに入力し、床の傾きが家具転倒に及ぼ
す影響について検討した。 
②長周期振動台を用いて家具の転倒実験を
行い、その結果を整理した。実験結果から、
転倒するかしないかの線引きは実験からか
なり制度良く求めることができること、基本
的には加速度値で転倒限界が決まっている
場合が多いことなどがわかった。実験した長
周期域の範囲では周波数依存性は大きくな
いこと、床や周辺壁の影響が大きいことを明
らかにした。 
③海溝型地震による大加速度により大きな
建物被害は生じていないことから、兵庫県南
部地震の被害をもとに作成された非線形応
答解析による被害予測モデルでは計算被害
率が過大評価されているため、短周期の多く
含まれる記録や予測波形に対してローパス
フィルターを適用することで内陸地震に対
しては大きな被害が再現され、海溝型じしん
に対しては観測と同等に小さい被害が再現
されるようなフィルター定数を探索した。そ
の結果 1Hz～2Hz でローパスフィルターを作
用させると両者とも満足できる被害予測が
得られることがわかった。 
 
(3) ハード対策 
①超高層建物用のダンパーとして用いるた
め、乾式工法で破れ目地状に組積したコンク
リートブロック壁の頂部面内方向に正負交
番の静的繰り返し水平載荷実験を行ったと
ころ、破れ目地状に組積した試験体は芋目地
状に組積した試験体より履歴吸収エネルギ
ーは大きいことがわかった。さらに超高層建
物を対象に長周期・長時間地震動を考慮した
様々なタイプとレベルを持つ地震動に対し

ダンパー補強による耐震性能の評価を行い、
効率的なダンパー配置を提案した。 
②乾式ブロック造制震壁の摩擦接合方法と
してアルミニウム座金を摺動部に用いた新
しい摩擦接合ダンパーを製作し、面内方向の
水平載荷室内試験を行いその基本性状を調
べた。その結果安定した剛塑性型の履歴を示
すこと、導入張力が大きいほど摩擦係数が大
きくなることがわかった。 
③既存構造物耐震改修用の摩擦制震壁につ
いて、実大レベルの施工を通して効果を検証
した。まず設置する 5層鉄骨フレーム構造物
の物理バラメタ―を、回転慣性を含む曲げせ
ん断モデルで同定したところ、観測結果をよ
く説明するパラメタが得られた。次に実際に
制震壁を設置して共振振動数の変化から制
震壁による剛性増加を把握した。さらに隣接
する 3層建物から反力をとって油圧ジャッキ
で水平方向静的載荷試験を実施し、大変形時
の挙動を把握した。これらの観測結果から制
震壁のトリリニア復元力モデルを構築し動
的シミュレーションを行った。その結果提案
する制震壁は構造物の地震時応答を低減さ
せるに十分な実用性を有していることが示
された。 
④摩擦制震壁の動的挙動に関する模型振動
実験について少し詳しく報告する。 
１） 超高層模型試験体 

本研究では 2013 年に実施した予備的振動
実験の結果を受けて新たに製作した改良型
縮約模型で振動台実験を行った。制振装置と
しては提案している乾式ブロック摩擦制震
壁を組み込み、装置の地震時挙動を把握した。 

本研究ではモデル化の容易なせん断変形
のみに着目し、層間のせん断変形量と固有周
期が実値となるような縮約模型の設計を行
う。図５に縮約模型の概観を示す。縮約模型
は４層構造で各層の柱頭部分にはローラー
が設置されており、水平荷重を負担しない構
造となっている。また層の復元力を与える部
材として、ジュラルミン製の板ばねを設置し
ている。改良型模型ではこの板ばね接合部を
ローラーピン接合とすることで材端の鉛直
変位および回転を許容する機構とした。予備
解析では試験体の固有周期は約 5.9秒となり、
実験で使用する入力地震動に対して弾性範
囲の応答を示し安全であることを確認した。 

図５ 超高層縮約模型概観 



２） 摩擦制震ダンパー 
 摩擦制震壁ボルトを 0 本、4 本、8 本、12
本とした場合の各パターンについて、履歴曲
線を図６に示す。摩擦ダンパーに生じる摩擦
力は設計上 0であるが、本実験では摩擦ダン
パー設置の際に壁体面外方向の施工誤差に
より CT 鋼と平鋼が接触することによる摩擦
力が生じ、ボルト 0本のパターンについても
ある程度のエネルギー吸収が行われている
ことが分かる。ボルト 4 本、8 本のパターン
について、摩擦ダンパーの摺動部が滑り出し
た後は矩形のループを描き、安定した履歴吸
収を行っている。ボルト 12 本のパターンに
ついては摩擦ダンパーが明確に滑り出した
ケースが無く、楕円形のループを描いた。 
 各加振ケースの滑り耐力を読み取り、ボル
ト本数毎に集計した結果を表１に示す。算出
した摩擦係数はボルト本数 4本と 8本のパタ
ーンでほぼ同じ値となっており、安定した挙
動をしていることが分かる。ボルト本数 12
本のパターンでは滑り耐力が突出して大き
く、施工時に何らかの原因で摩擦ダンパーの
プレストレス力が 4kN よりも大きくなり、滑
り耐力が想定よりも高くなっているものと
考えられる。 

 

表１ 制震壁の滑り耐力 

ボルト本数 総プレストレス 滑り耐力 摩擦係数 

0 本 0 kN 2.43 kN 

4 本 16 kN 5.98 kN 0.19 

8 本 32 kN 12.32 kN 0.19 

12 本 48 kN 39.97 kN 0.42 
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図６ 摩擦制震壁の履歴特性 

３）構造物への適用シミュレーション 
摩擦制震壁の応答は 2線形逆行型の減衰力

特性を用いることで、妥当な最大値予測が可
能であることを確認した後、今回の実験で得
られた制震壁の振動特性を用いて地震応答
シミュレーションを行った。改良型縮約模型
と同じ固有周期をもつ 52 階建超高層建物を
想定し、縮約された 4質点せん断型の解析モ
デルにて制震壁の最適配置を求め、層方向に
漸減するような配置で最も高い制震効率が
得られることを明らかにした。 
 

(4) ソフト対策 
①新宿駅周辺を対象地域として 250m メッシ
ュ単位での屋内・屋外・地下街等の滞留者数
の推計を行った。それから地震時を想定した
避難行動シミュレーションを実施した。その
結果屋内滞留者が発災後に職場等での待機
に成功し、かつ屋外・地下街等滞留者が避難
場所に向かうことで、数時間程度で混乱が収
束することを明らかにした。 
②従来の方法では動的に地域内人口を把握
することが難しい新宿駅西口地域の高層ビ
ル街を対象に、NTT ドコモのモバイル空間統
計を活用して、避難者・滞留者予測モデル用
の季節別・性別・年齢別・居住地別の時系列
流動人口データベースを構築した。 
③超高層ビル街における地震後の建物被害
確認と即時脂溶性判定に関する研究を実施
し、情報端末を利用した被害情報収集システ
ムの提案を行った。 
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